
            

 

 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

人事労務担当者、労働者など、どなたでも 

３０名 事前申込制 （先着順） 

電話（下記問合せ先） ファクシミリ（裏面の申込書） 

ホームページ  

https://www.pref.kanagawa.jp/docs/w4v/cnt/f7599/ 

 

  

～裁判例に学ぶ実務のポイント～ 
いわゆる労働法には、労働基準法をはじめ、労働契約法、労働者派遣法、育児介護 

休業法など多岐にわたる分野の法律があります。 

法律の解釈をめぐって、多くの裁判が提起され、判例・裁判例が示されています。 

今回の講座では、リーディングケースとなる裁判例及び近年の注目される裁判例の検討を通じ

て、実務に役立つポイントを学びます。 

○取り上げるテーマ 

１ 労働条件の不利益変更  

  山梨県民信用組合事件（最高裁第二小法廷 平成 28.2.19 判決）を中心に 

２ 職種限定合意 配転命令 

  社会福祉法人滋賀県社会福祉協議会事件（最高裁第二小法廷 令和 6.4.26 判決）を中心に 

３ 有期労働契約の雇止め 

  日本通運事件（東京高裁 令和 4.9.14 判決）を中心に 

４ マタニティーハラスメント  

   広島中央保険生協（C生協病院）事件（最高裁第一小法廷 平成 26.10.23 判決）を中心に 

講  師 

定  員 

申込方法 

対  象 

令和７年 1１月２5 日（火）14:30～16:30 
サニープレイス座間 研修室 
小田急線 相武台前駅・座間駅より徒歩またはバス（詳細は裏面参照） 

 細川 良 氏 
青山学院大学法学部教授 

労働講座（座間） 

 

参加無料 

押さえておきたい労働裁判例 

主催：神奈川県かながわ労働センター県央支所 （申込・問合せ 046-296-7311） 

共催：座間市 

 

青山学院大学法学部長・法学研究科長 

早稲田大学法学研究科博士後期課程満期退学、 

武蔵大学非常勤講師、 (独)労働政策研究・研修機構労使関係部門副主任研究員

等を経て、2019 年 4 月より青山学院大学法学部教授、2024 年 4月より現職。 

※略歴は裏面にも掲載してあります。 



令和７年度労働講座 

（特定課題講座） 
    

 

受講申込書 
神奈川県かながわ労働センター県央支所 宛 

 

ふりがな 

氏名※ 

 

  

連絡先 

電話番号※ 

 

住所 

(市区町村名のみ) 

    市    区 

    町 

    村 

受講者区分 

(該当の数字に○印) 

１ 人事・労務担当者 

２ 労働者 

３ その他 

 

※必須事項（必ずご記入ください） ■個人情報は本セミナ－に関してのみ利用し、目的外には利用しません。 

申込は先着順です。定員を超え、参加いただけない場合のみご連絡します。 

連絡がない場合はご参加いただけますので、当日直接会場にお越しください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

〒252-0021 座間市緑ヶ丘１丁目２番１号 

■小田急小田原線 相武台前駅から徒歩約 15 分 

座間駅から徒歩約 20 分 

■座間市役所の駐車場利用可（無料） 

       

会場案内:サニープレイス座間（総合福祉センター） 

かながわ労働センター県央支所 ＦＡＸ 046-222-5375 

   「押さえておきたい労働裁判例」 
   ～裁判例に学ぶ実務のポイント～ 

■バスをご利用の場合 
相武台前駅から（神奈川中央交通） 
停留所番号 1 番 系統番号 台 04 海 10 台 12 
市役所・谷戸山公園前 又は座間市役所入口で下車 

講師略歴 
学校法人青山学院ハラスメント防止委員会委員長、かながわ労働センター県央支所外国人労働
相談専門相談員、埼玉労働局紛争調整委員、ビジネス・キャリア検定試験委員。 
近著に『ファーストステップ労働法』（共著・エイデル研究所）、『現代先進諸国の労使関係シス
テム』（共著・労働政策研究・研修機構）、『解雇ルールと紛争解決‐10か国の国際比較』（共著・
労働政策研究・研修機構）、「ICT が「労働時間」に突き付ける課題―「つながらない権利」は解
決の処方箋となるか？」（日本労働研究雑誌 709 号）、「ポスト働き方改革における労働時間規制
の在り方に向けた課題」（同 765 号）など。 


